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要約
本稿では、メッシュ土地利用データから同種の土地利用の集塊性を把握する手法である
同辺率を使って、東京都多摩地域南部の土地利用の集塊性の実証分析を行った結果を報告
する。土地利用データとしては 1974年、 79年、 84年、 89年の国土地理院の細密数値情
報の 10メートルメッシュ土地利用データを用いた。土地利用区分としては工業用地、低
層住宅地、中高層住宅地を取り上げた。周辺率はメッシュ土地利用データにおいて、ある
土地利用のメッシュがその周囲の4本の辺(ジョイン:join)のうち同種の土地利用のメ
ッシュの土地利用に接している辺の比率の平均である。この値は同種土地利用の集塊性を
表し、ランダムに土地利用が決定されるメッシュ土地利用図では当該土地利用の構成比に
漸近的に一致する。土地利用構成比と同辺率による分析の結果、対象地域では一般に集塊
性は高い傾向にあるが、八王子市の工業用地や中高層住宅は集塊性が低いことが判明した。
1 .はじめに
都市の土地利用を論じる場合に、最も基本にな
るのは土地利用構成比による分析であろう。これ
によって、たとえば住宅の多い地域、工場の多い
地域などの地域の性格づけが可能になる。しかし、
この土地利用構成比だけでは土地利用のパターン
の特徴を摺みきれないことが指摘されてきた。た
とえば、中高層住宅の分布を考える場合、土地利
用構成比が同じでも、地域の一部に中高層住宅が
集中している場合と、地域全体に分散している場
合とでは、その地域の土地利用のパターンは大き
く異なっていると考えられる(図1)。実際に首都
圏の土地利用図を観察すると、計画的に中高層住
宅が集中的に配置された多摩市の多摩ニュータウ
ンと、自然発生的に中高層住宅が多く立地してい
る八王子市の中心市街地のように、中高層住宅が
多い地域でも分布のパターンには大きな違いが見
受けられる。 そこで本稿では、市街化傾向が著し
しまた旧来からの市街地や計画的住宅市街地、自
然発生的な住宅市街地、工場団地など多様な市街
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地像を含む東京都多摩地域南部の京王線沿線一帯
を取り上げて、土地利用のパターンについて分析
しよう。
土地利用のパターンの特徴のうち都市計画での
関心が大きいものとして、同種の土地利用の集塊
性と、異種の土地利用の隣接性が挙げられる(文
ほか、 1991、福島、 1994、小出、 1977、奥野、
1996、竹内ほか、 1994、玉川、 1982、吉川ほか、
1986)。ここでは同種の土地利用の集塊性について
分析しよう。
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2.対象地域、集計単位、使用データ
出
対象地域は、東京都調布市、府中市、日野市、八
王子市、稲城市、多摩市を図2のように切り取った
地域とする。これを500メートル四方のグリッド
(以下では地区と呼ぶ)に分割して、集計単位とし
た。
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図2 対象地域
使用する土地利用データは、国土地理院細密数
値情報の 1974、79、84、89年の4時点の10メー
トルメッシュ土地利用データである(建設省国土
地理院、 1994)。このデータの土地利用区分のうち、
宅地系土地利用は工業用地、一般低層住宅地、密
集低層住宅地(敷地面積100平方メートル以下)、
中高層住宅地、商業業務用地からなっている。こ
のうちここでは、工業用地、低層住宅地(一般低
層住宅地と密集低層住宅地を統合)、中高層住宅地
について分析しよう。
3.土地利用構成比とその変化
始めに対象地域の工業用地、低層住宅地、中高
層住宅地の土地利用構成比とその変化を概観しよ
う(図3、4、5)。
3. 1 工業用地
図3の左列の構成比からは、日野市西部から八王
子市にかけて、府中市西部、府中市南部(多摩川
北岸)、三鷹市西部に工業用地が集中する場所があ
ることがわかる。ほかでは工業用地の比率は低い
が、かなり広域に分布している。図3の右列の時系
列変化を見ると、概して変化は小さく、特定の傾
向はない。
3. 2 低層住宅地
図4の左列から、低層住宅地はこの地域で主要な
土地利用となっていることがわかる。また右列の
時系列変化より、 1974-79年には図の北東、つま
り都心に近い側かっ鉄道駅に近い地域での低層住
宅地の増加が目立つのに対して、 1979年以降はよ
り外側かっ鉄道駅から遠い地域での増加が目立つ。
また1984-89年には、都心に近い側かっ鉄道駅に
近い地域では低層住宅地が減少する場所も見られ
るようになった。
3. 3 中高層住宅地
図5の左列の構成比をみると、 1974年には中高
層住宅は比較的限られた地域に分布していたこと
がわかる。そのなかで、国立市富士見台、立川市
富士見町、日野市多摩平、日野市・多摩市百草、多
摩市永山(多摩ニュータウン)、稲城市平尾といっ
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た公的な大規模住宅団地の地域では中高層住宅地
の構成比が高くなっているのが特徴的である。一
方八王子市などでは既成市街地の中に小規模な中
高層住宅が散在するため、中高層住宅の構成比が
小さい地域が広がっている。これ以降に目立つ変
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化は、多摩ニュータウンの開発の進展に伴う多摩
市、八王子市南部での中高層住宅集中地域の拡大
と、既成市街地に分散立地する中高層住宅の増加
に伴う、中高層住宅の構成比が小さい地域の拡大
である。
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4.周辺率による同種土地利用の集塊
状況の分析手法
では、この地域の同種土地利用の集塊状況はど
うなっているだろうか。ここでは、周辺率(吉川、
1995、1997)を使って分析を試みよう。
同辺率は次のように定義される。集塊性にも様々
な切り口があり得る。そこでもっとも基本的な場
合として一戸の住宅を考えよう。土地利用に関し
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図4 低層住宅地の土地利用構成比とその変化
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てこの住宅のもっとも基本的な関心事は隣接敷地
の土地利用であろう。このように、一戸の住宅な
どのー単位の土地から見て隣接する土地利用の状
況を調べることは集塊性の分析において基本的で
あると考えられる。この観点から見た集塊性は隣
1989 
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接集塊性と呼ばれる。
メッシュ土地利用データにおいては、隣接集塊
性の指標として、土地の単位をメッシュとして、そ
の周囲の4本の辺(ジョイン:join)のうち同種の
土地利用メッシュに接している比率を採用するこ
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とが思い浮かぶ。対象地域の当該土地利用のメッ
シュすべてについてこの比率を計算して、それを
平均したものは対象地域における当該土地利用の
隣接集塊性の指標として使用できょう。これは周
辺率と呼ばれる。
たとえば図1の太線枠内を対象地域とすると、 A
では中高層住宅が16メッシュあり、周囲の4辺の
うち同じ中高層住宅に接している辺の比率の平均
値、つまり同辺率は0.703となる。一方Bでは0.141
となり、大きな差があることがわかる。
吉1(997)によると、土地利用がランダムに
決定されるメッシュ土地利用図においては、同辺
率の期待値は漸近的に出現確率(土地利用構成比)
に一致する。したがって、土地利用構成比に比べ
て同辺率が大きければ集塊性が高いと判断できる。
さらにこのことから同辺率が r である地区は、
土地利用構成比が rでランダムに土地利用が決定
されている地域と同様の隣接集塊性を持っている
こととなる。したがって、たとえば工業用地の土
地利用構成比がρ、周辺率が rであり、 ρく rつま
さらに、やはり 4.で述べたように、地区の隣接
集塊性を把握するモデルとして、地区のうちρ/r
の部分に工業用地が分布し、その部分での工業用
地の構成比は Tで分布がラン夕、ムに決定されてい
ると考えて、図6にρ/rの値を口の面積で表した
1974 工業用地の同辺率
り集塊性が高い地区があったとしよう。この地区 1979 
は、地区のうちρ/r(<1)の部分に工業用地が分
布し、その部分での工業用地の構成比は rで分布
がランダムに決定されている場合と同等の隣接集
塊性を持っていることがわかる(吉川、 1995)。こ
のモデルを、隣接集塊性の把握のためのモデルと
して使用することが可能である。
5. 同種土地利用の集塊性の分析
以上に述べた同辺率を計算した結果が図6、7、8
である。
5. 1 工業用地
図6の同辺率を図3の土地利用構成比と比べると、
同辺率の方が高い地区が圧倒的に多い(図6では、
同辺率の方が土地利用構成比より小さい地域に+
を付けてある)。先に4.で述べたように、ランダム
に土地利用が決定される場合には同辺率はほぼ土
地利用構成比に一致するので、ここでの集塊性が
高いことが分かる。
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ものを描き加えた。
これを見ると、府中市の大規模工場が立地する
地域や日野市の工業団地の地域には、構成比が低
くても同辺率が高く、結果としてρ/r (図6の口)
1974 低層住宅地の同辺率
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が小さい地区が見られる。これらの地区では、小
さな部分に高密度に工場が集中している。一方、八
王子市中心部では、同辺率が比較的小さく、結果
としてρ/rが大きめの地区、つまり工場が散在す
1974 中高層住宅地の同辺率
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る地区が多い。
5. 2 低層住宅地
図7によると、最も周辺率が高い地域が対象地域
北部(中央線沿線)、東部(相対的に都心に近L、)、
八王子市中心部に広がっている。概してこれらの
地域は構成比も高いが、注意してみると構成比が
低くても周辺率の高い地域(図7の口が小さL、)が、
北部と東部に点在していることがわかる。また、多
摩ニュータウン内(多摩市南東部)にも同様の地
区がある。
一方八王子市では、構成比が高いにもかかわら
ず周辺率がそれほど高くない地区が見られる。こ
れらの地区は土地利用の混在が起こっているもの
と考えられる。
また時系列変化を見ると、概ね土地利用構成比
の上昇に伴って周辺率も上昇していることが分か
る。
5. 3 中高層住宅地
図8によると、八王子市とその他の地域で傾向が
明確に異なるのが特徴的である。
八王子市以外では、先に3.3で述べたような大規
模住宅団地がある地域に限らず、土地利用構成比
の高低にかかわらず同辺率が高い。この結果、図
8では口が小さく周辺率が高い地域が多く見られる。
これは八王子市以外で中高層住宅の集塊性が極め
て高いことを示している。
これに対して、八王子市では、同辺率が低い地
区が多く、特に構成比より周辺率が低い(図8の+)
地区が多数見られる。このことは、八王子市では
中高層住宅の集塊性が他地域と比較して低い、つ
まり混在していることを示している。
さらに時系列変化を見ると、八王子市において
中高層住宅の土地利用構成比が上昇するのに伴っ
て同辺率が漸増していることが読み取れる。
6 おわりに
本稿では、土地利用構成比と同辺率を用いて、東
京都多摩地域南部の土地利用の集塊性を分析した。
結果として、対象地域では低層住宅、中高層住宅
が増加していることと、一般に集塊性は高い傾向
にあるが八王子市の中高層住宅は集塊性が低いこ
とが判明した。
残された課題としては、工業用地と住宅地など、
異種土地利用の隣接集塊性の分析が挙げられる。ま
た、同辺率と土地利用構成比の関係についてのよ
り詳しい分析も課題である。
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The objective of this artic1e isto analyze agglomeration of land use in Southern Tama 
District of Tokyo Metropolis. To this end， industrial， low-rise and high-rise residentialland use 
categories in 1974， 79， 84 and 89 are analyzed using same edge ratio (SER) on grid land use 
data. SER is defined as the average ratio of edges (joins) of each grid with the same land use， 
and indicates the strength of agglomeration. On random land use maps， the value of SER 
converge on land use ratio for large number of grids. The based data are 10 meter grid land use 
data supplied by Geographical Survey Institute， Ministry of Construction of Japan. As a result， 
generally the land use categories in the study area tend to agglomerate， though high-rise 
residentialland use in Hachioji City has a relative tendency of dispersion. 
